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第２章 市の財政状況及び保有する資産の有効活用の必要性            

１．歳入・歳出の状況 

（１）歳入の状況 

普通会計の歳入規模は 500 億円台で推移しています。使途が特定される「特定財源」の割合が年々

増加しており、市が自由な裁量を持つ「一般財源」は 330 億円前後となっています。 

内訳をみると、市税収入が歳入総額の 6割程度となっており、普通交付税不交付団体として、現

状は健全財政を維持しているものと評価されます。但し、市税収入のうち、市民税が景気低迷等に

よる法人市民税の減少により、この 5 年間で 25 億円の減少となっている他、今後予想される生産

年齢人口の減少等に伴う個人市民税への影響等を考慮し、より慎重な財政運営を行う必要があるも

のと考えられます。 

図表 歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 歳入の内訳               図表 歳入の内訳(県内 54 市町村平均)  
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(２)歳出の状況 

普通会計の歳出規模は 500 億円前後で推移しています。 

支出が義務的で任意では削減できない「義務的経費」は、平成 20年度の 169 億円から平成 24年

度には 195 億円になりました。その内訳をみると、人件費は微減、公債費は横ばいですが、社会福

祉費などの扶助費が約 1.7 倍と増大しています。今後も、扶助費は、少子高齢化の一層の進展等に

よる増加が見込まれるため、「義務的経費」の増大が懸念されます。 

直近の投資的経費は、70 億円から 90 億円で推移しています。人件費等は抑制傾向にある中、本

庁舎建設や小学校改築等により投資的経費はこの１～２年、比較的高水準となっています。 

 

図表 歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 歳出の内訳                図表 歳出の内訳(県内 54 市町村平均) 
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経常収支比率は、平成 20 年度において 77％程度であったのが、市民税の減少等により平成 24

年度には 85％を超える水準となっており、財政の弾力性が失われてきています。 

 

図表 経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度間の財源調整や大規模施設整備等に対応し、計画的な財政運営を行うため、基金（貯金）を

積み立てています。本市の基金残高は、平成 15年度 199 億円から特定目的基金を中心に増加傾向

となっていましたが、平成 21年度 266 億円をピークに、本庁舎や小牧小学校改築を行ったため、

減少傾向となっており、平成 24年度は 214 億円となっています。 

現在の特定目的基金には、病院建設、図書館建設及び学校関連等がある他、都市基盤整備等のイ

ンフラ施設への基金があります。ただし、既存施設全てに対して基金がある訳ではなく、今後の老

朽化対策等に、どの程度費用が必要かを検討する必要があります。 

 

図表 基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：愛知県平均 平成 24年度市町村普通会計決算状況） 

（出典：小牧市 小牧市統計年鑑平成 24年版、財政分析指標） 
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２．投資的経費の状況 

投資的経費は、平成 15 年度はリサイクルプラザ等の建設により例年より高い水準ですが、直近

10年間は 70～110 億円の水準で推移しています。 

直近 5 年間の内訳をみると、道路整備や河川等のインフラ整備には 25～41 億円程度、公共施設

等には、21～54 億円程度支出しています。平成 23・24 年度は本庁舎建設のため、44～54 億円と高

い水準になっていますが、インフラ関連は 25～28 億円と低い水準にとどまっています。 

今後の高齢化や経済の成熟化等を踏まえると、財政面での大きな改善が見込み難い中、道路整備

や震災治水対策等のインフラ整備を継続する必要がある上に、学校を始めとする老朽化した公共施

設の改修・建替え等を進めていくことが求められるため、中長期的な財政見通しと連動した計画的

な公共施設に関するマネジメントが重要となります。 

 

図表 投資的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：総務省地方財政状況調査) 
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３．保有する資産の状況 

（１）保有する土地・建物の内訳 

■ 土地 

 本市が保有する土地財産は、332 万 5,423 ㎡です。そのうち、普通財産（山林・原野・雑種地・

宅地等）は約 22.0 万㎡（6.6％）となっています。 

行政財産の土地のうち、約 31％が公園となっており、その次に学校用地が約 18％、溜池が約 8％

の割合となっています。 

 

図表 土地面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：財産報告書平成 25年 3月末現在） 
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■ 建物 

本市が保有する建物延床面積は約 41.1 万㎡※1です。その内訳として、 

小学校・中学校などの学校教育系施設が約 18.8 万㎡（約 46％）となっており、その次に市民会館

や市民センター等の市民文化系施設が約 5.4 万㎡（約 13％）、再開発ビル（ラピオ）等の産業系施

設が約 4.0 万㎡（約 10％）の割合となっています。 

（※1：旧庁舎及び旧味岡保育園を除く） 

 

図表 公共施設の建物面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 用途名 延床面積 構成比 用途名 延床面積 構成比

学校教育系施設
小学校、中学校、学校給食センター等

188,659㎡ 45.9%
保健・福祉施設
老人福祉センター、保健センター等

15,222㎡ 3.7%

市民文化系施設
市民会館、公民館、市民センター、会館、
図書館、歴史館、民俗資料保存施設等

54,238㎡ 13.2%
環境施設
リサイクルプラザ、資源回収ｽﾃｰｼｮﾝ等

9,345㎡ 2.3%

産業系施設
再開発ビル（ラピオ）、勤労センター

40,201㎡ 9.8%
市営住宅
大輪住宅、鷹之橋住宅

6,779㎡ 1.6%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
スポーツ公園(ﾊﾟｰｸｱﾘｰﾅ)、体育館、
武道館、温水プール等

35,630㎡ 8.7%
公園付属施設
市民四季の森、間々原新田緑地等

3,148㎡ 0.8%

行政系施設
庁舎、消防庁舎、分団車庫等

32,152㎡ 7.8%
その他
駐車場、倉庫等

4,184㎡ 1.0%

子育て支援施設
保育園、幼稚園、児童館、児童クラブ

21,434㎡ 5.2% 合　計 410,990㎡

学校教育系施設

188,659㎡
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13.2%
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8.7%
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7.8%
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5.2%
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3.7%

環境施設

2.3%

市営住宅

1.6%
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0.8%

その他

1.0%

延床面積 

41.1 万㎡ 

（出典：財産報告書 平成25年 3月末現在） 

※ 旧庁舎及び旧味岡保育園を除く。 

※ 延床面積は端数処理をしているため合計と一致しない。 

市民1人当たり

2.68㎡/人
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（２）公共施設の築年別整備状況 

本市が保有する建物の延床面積約 41.1 万㎡のうち、築 30 年以上を経過した建物は約 16.6 万㎡

（約 40％）、築 30年未満の建物は約 24.5 万㎡（約 60％）となっています。人口の増加に合わせて

公共施設の建設が進んでおり、比較的新しい施設の割合が大きくなっていますが、平成 7年のラピ

オビルの整備以降、スポーツ公園（パークアリーナ）や市役所等の大規模施設の整備の影響等によ

るものです。 

築 30 年以上の建物をみると、学校が約 70％を占めており、他の公共施設に比べ老朽化が顕著と

なっています。その他に、市民会館・公民館等の集会施設や保育園等の子育て支援施設の老朽化が

進行しており、それら施設への対応が課題となってきます。 

 

 

図表 築年別整備状況 
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（年度）

学校教育系施設 市民文化系施設 子育て支援施設 行政系施設

環境施設 公営住宅 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 保健・福祉施設、医療施設

公園付属施設 その他 産業系施設年未満年未満

延床面積
（㎡）

築30年以上築40年以上 築20年以上 築20年未満

5万6,670㎡
（14％）

10万9,647㎡
（26％）

9万7,156㎡
（24％）

14万7,517㎡
（36％）

人口
（人）

築３０年以上の建物
16万6,317㎡（40％）

本庁舎

ラピオビル

築３０年未満の建物
24万4,673㎡（60％）

東庁舎

市民会館

人口

42,000

学校

スポーツ公園

～

用途名 延床面積 構成比 用途名 延床面積 構成比

学校教育施設 117,318㎡ 70.5% 学校教育施設 71,341㎡ 29.2%

市民文化系施設 25,732㎡ 15.5% 産業系施設 36,594㎡ 15.0%

子育て支援施設 10,516㎡ 6.3% ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 31,778㎡ 13.0%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 3,852㎡ 2.3% 行政系施設 30,062㎡ 12.3%

築30年以上の施設　合計 築30年未満の施設　合計

主な築３０年以上の施設（上位４用途） 主な築３０年未満の施設（上位４用途）

166,317㎡ 244,673㎡

ラピオビルやスポーツ公園（パークアリー

ナ）、市役所等の大規模施設を整備 

（出典：財産報告書 平成25年 3月末現在） 

築30年以上の建物は 

学校が70％を占める 

※ 旧庁舎及び旧味岡保育園を除く 

施設整備のピーク 

年平均 

8,000 ㎡建設 
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（３）公共施設の 6 地区ごとの整備状況 

 6 地区ごとの保有状況では、小牧地区に市全体の約 37％（約 15.3 万㎡）と多くの公共施設が立

地しています。これは、市役所や市民会館、ラピオビル等大規模な全市レベルの施設が多く立地し

ているためで、そのため、地区人口 1人当たり保有面積も 5.5 ㎡/人と多くなっています。 

次いで、篠岡地区が約 25％（約 10.1 万㎡）、味岡地区が約 14％（約 5.6 万㎡）、北里地区が約 10％

（約 4.2 万㎡）、小牧南地区が約 9％（約 3.5 万㎡）、巾下地区が約 6％（約 2.4 万㎡）となってい

ます。篠岡地区には、小牧地区と同様、勤労センター等の全市対応施設が立地しているため、地区

人口 1人当たり保有面積も市平均より多くなっています。 

地区別の構成割合では、小牧地区は産業系施設、行政系施設、市民文化系施設、スポーツ・レク

リエーション系施設の 4用途で約 69％を占めていますが、その他の 5地区は学校教育系施設が約

54～73％と過半を占めています。 

 

図表 6 地区別の保有状況 
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33,741
6,460

19,108

13,266
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6,779

0

20,000
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80,000
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120,000

140,000

160,000

小牧地区 小牧南地区 巾下地区 味岡地区 篠岡地区 北里地区

その他
公園付属施設
市営住宅
環境施設
保健・福祉施設
子育て支援施設
行政系施設
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
産業系施設
市民文化系施設
学校教育系施設

学校施設が半数以上を占める

15.3万㎡

（37％）

【5.5㎡/人】

←市全体に対する
保有割合

←地区人口
1人当たり
保有面積

3.5万㎡

（9％）

【1.7㎡/人】 2.4万㎡

（6％）

【1.5㎡/人】

5.6万㎡

（14％）

【1.7㎡/人】

10.1万㎡
（25％）

【2.8㎡/人】

4.2万㎡

（10％）

【2.1㎡/人】

市役所や市民会館、ラ
ピオビル等、規模が大
きく市全体で活用する
施設が多く立地してい
るため保有面積が多い。

勤労センター

ラピオビル

市役所等

市民会館等

温水プール等

（㎡）

69％

188,659

54,238

40,201

35,630

32,152

21,434

15,222

9,345

0
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100,000

150,000

200,000
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350,000

400,000
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小牧市全体

41.1万㎡

【2.7㎡/人】

（㎡）

（出典：財産報告書 平成25年 3月末現在） 
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（４）公共施設の耐震化状況 

本市が保有する建物の延床面積約 41.1 万㎡のうち、旧耐震基準施設は約 13.9 万㎡（34％）です。

そのうち、耐震化未実施施設は 837 ㎡（0.2％）であり、ほぼ全ての施設で耐震化が完了していま

す。 

平成 26年 3月 31 日現在（学校を除く）で、耐震安全性確保が必要な施設は、歴史館、創垂館と

なっています。 

 

図表 耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   耐震化率 ９９％（平成 26年 3月 31 日現在） 

 

   【耐震安全性が確保されていない施設】 

   ・歴史館（昭和 42年度建築） 

   ・創垂館（明治 21年度建築） 
 
 

（出典：小牧市立学校施設耐震化推進計画、土地建物概要書） 
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４．今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算 

本市が保有する公共施設に係る今後の建替え・大規模改修にかかるコストは、平成 25 年度から

平成 64 年度までの 40 年間で、積み上げ方式で試算すると年平均 57.3 億円かかる見込みであり、

これは現状の公共施設にかかる投資的経費（既存更新分）の約 2.4 倍となります。 

また、現時点で既に築 31年以上経過している施設や今後築 30年を経過する施設が多くあり、今

後 10 年間に一斉に大規模修繕が必要になってくることが予想されます。その費用は、50 億円を超

えると試算され、過去 5 年間の公共施設に係る投資的経費が平均 23.5 億円であったことから、他

の行政サービス支出に与える影響が懸念されます。 

40 年間の総事業費：2,293 億円（1年平均 57.3 億円）、 

うち建替え事業費 887 億円（1年平均 22.2 億円） 

うち大規模改修事業費 810 億円（1年平均 20.3 億円） 

 

図表 今後の建替え・改修にかかるコスト試算 
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23.5億円

既存計画分

今後40年間の

建替え・大規模改修等の
費用総額

2,293億円

建替え・大規模改修等にかかるコスト

平均 57.3億円/年

既存の
公共施設等にかかる投資的経費
（平成20年度～平成24年度）

平均 23.5億円/年

対象ストック
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大規模改修 大規模改修（築31年以上50年未満）
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建替え 維持補修費

整
備
方
式
別 

用 

途 

別 

（※） 

※ 平成 26年度末までに建設予定の施設も含む。 

30



第2 章 市の財政状況及び         

保有する資産の有効活用の必要性 

  

＜地域総合整備財団の更新費用試算ソフトの共通試算条件＞ 

 建築物の耐用年数 ：60 年と仮定 

 建物附属設備及び配管の耐用年数が概ね 15 年であることから、2 回目の改修時期である建

設後 30年で建築物の大規模改修を行い、さらにその後 30年で建替えると仮定する。 

 試算時点で、建設時からの経過年数が 31 年以上 50 年までの施設については、直近の 10 年

間で均等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より 51年以上経過している施設については、

建替えの時期が近いことから、大規模改修は行わずに 60 年を経過した年度に建替えること

とする。 

 建替え及び大規模改修費用は、年度ごとのばらつきを軽減させるために、 

建替え    ：3年間 

大規模改修 ：2年間 に振り分けて計上する。 

 学校は、棟別ではなく、学校単位での更新を基本としている。 

 更新単価 

建替え  

市民文化系、行政系施設等 ４０ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系、保健・福祉施設等 ３６ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３ 万円/㎡ 

市営住宅 ２８ 万円/㎡ 

大規模改修  

市民文化系、行政系施設等 ２５ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系、保健・福祉施設等 ２０ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 １７ 万円/㎡ 

市営住宅 １７ 万円/㎡ 

 全施設対象 毎年老朽箇所の修繕を実施（3,000 円／㎡×施設面積） 

 

＜この試算から読みとれること＞ 

今のままの予算でいくと、今ある公共施設の約 41％（約 17.1 万㎡）しか更新できない状況とな

ります。これは、小・中学校 25校で約 18万㎡であることから、学校施設でさえもすべての学校を

建替えできない状況を意味しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

現状の保有量を全て維持した場合 現状の投資的経費を維持した場合

現在 将来

2.4倍
１．５万円/人

３．７万円/人

４１％
（１７．１万㎡）５９％

（２４．６万㎡）

建替えできない

31



第2 章 市の財政状況及び         

保有する資産の有効活用の必要性 

  

■ 公共施設と人口変化の関係 

本市の人口変化は、平成 20年以降横ばい傾向となっており、将来予測では平成 45年で約 14.0

万人と平成 10年と同程度の水準となることが予測されています。しかし、その内訳をみると平成

10年と平成 45年とでは大きく異なっています。その一方で、公共施設の整備は現在まで増加傾向

となっており、整備内容も学校や保育園等の整備から、近年では集会施設や保健・福祉施設等市民

ニーズへ対応する形で変化しており、さらに人口変化に伴い新たな機能が増加する可能性もありま

す。今後は、人口構成変化に応じた施設再編等を検討する必要があります。 

図表 人口変化と公共施設整備量 
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平成45年の人口は平成10年とほぼ同規模
だが、人口構成が大きく異なる

平成20年以降も
公共施設を整備

学校施設
市民文化系施設
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子育て支援施設

産業系施設
その他
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人口構成の変化に応じて
新たな機能が増加する
可能性がある

平成20年頃から人口は横ばい
今後は減少予測

人 

口 
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化 

公
共
施
設
整
備
量 

・小牧小学校 ・市庁舎 ・保育園 

・南部コミュニティセンター ・会館 等 

今後の人口構成の変化に応じた
施設再編・見直しをしていく必要
がある。 

1.8㎡/人 2.3㎡/人 2.4㎡/人 2.7㎡/人 
市民 1人当たり 

延床面積 

Ｓ63 Ｈ10 Ｈ20 Ｈ25 
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保有する資産の有効活用の必要性 

  

５．資産の有効活用の必要性 

本市の公共施設にかかる費用について、今後は現状の費用を大きく上回る経費が必要となること

がわかりました。しかし、現下の財政状況の中では、現状の投資的経費を維持することは困難な状

況であり、既存施設の全てを維持・更新することは難しい状況です。 

そこで、今後の行政サービスのあり方及び公共施設に関する全体方針を策定したうえで、他の施

策への影響も考慮しながら、限られた予算を適正に配分し、優先度に応じて計画的・効果的な施策

を進めることが求められます。 

そのためには、まず行政サービスの実態を把握し、総合的・横断的に課題を明らかにして、公共

施設の効果的・効率的な運用や有効活用を検討する必要があります。検討にあたっては、人口が微

増の地区や人口が大幅に減少し少子高齢化が急激に進行する地区があることを踏まえて、各地区の

人口動態や保有資産の状況を基軸に、行政サービスのあり方と財政負担のあり方等を総合的に検証

し、既存の公共施設の有効活用等を図る必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

①

使用形態・利用形態の
見直し等による効率的
利用

・整備方針の見直し
・優先度判定
（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減
・庁内横断的な修繕の優先順
位づけ

⑤

建物のライフサイクルを
通じた効率化等

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

④
スペースの
効率的利活用

・重点投入すべき分野
の明確化

・優先度判定の予算への反映

⑧
予算面

（新規整備時・継続整備時）
・自ら所有
・賃借

②
保有形態の見直し等に
よる効率化

・施設の集約化・合同化
・統廃合
・廃止 等

⑥
集約化・合同化等による
効率化

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化
（指定管理者制度等）

③

運営面の効率化
（業務改善）

・施設台帳（ＢＩＭＭＳ）の
導入

⑦

情報化等による
効率化

財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
検
討
項
目

人口動向の変化及び財政制約が強まる中、開発動向や土地利用変化等の地域状況の変化や公共施
設の老朽化、ニーズの変化への対応等を果たす必要がある。

そのためには、市が保有する資産について、総合的・横断的な公共施設の機能の見直しや多機能
化等、公共施設の再編や行政サービスのあり方等の見直しによる資産の有効活用が重要となる。

資産の有効活用を実現するためには、データの収集・分析から方針、計画策定、さらには
ＰＤＣAサイクルの確立等による長期のマネジメント構築が必要である。

資
産
の
有
効
活
用

の
必
要
性

人口面の
実態・課題

• S35年より人口急増し、
15年間で約2.5倍

•Ｈ20年頃から人口横
ばい、その後減少予測

•地区別では、生産年齢
人口の大幅な減少地区
や、少子高齢化の進展
等、地区間の人口変化
が今後ますます大きく
なる

•高齢化は、特に市街化
調整区域及び早期に市
街化した地域で進展

地域特性の
把握

•工業都市と名古屋市の
ベッドタウンという２
つの性格をもつ

•基幹高速道路交通の結
節点である

•地域内公共交通が課題
となっている地区もあ
る

•地区によって、住宅地
中心や農・住・工混在
地区、地区の大半が市
街化調整区域のなど、
さまざまである

財政面の
実態・課題

•今のところ堅調ではあ
るものの、人口減少等
により今後大きな発展
は困難と予測され、財
政制約の強まりが懸念
される

•法人税収は景気低迷の
影響を受け近年低迷し
ている

•今後少子高齢化の進展
等に伴う扶助費の増加
や個人市民税収の減少
が懸念される

公共施設面の
実態・課題

•人口急増期に整備され
た学校や保育園等の公
共施設が、今後一斉に
更新時期を迎える

•地区内人口や年齢構成
の変化により、公共施
設へのニーズが変化す
る

•今後見込まれる更新・
改修費用は、現状の財
政規模では対応しきれ
ない可能性がある
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